











































































な分化の関係によって形成されていると認識される一方で、政治、経済、法等 機能分化した各分野のグローバルな社会の束として理解することができる。このような国境を越えた多次元的な連関と相互作用が生み出されてい 現代のグローバル社会では、優越的で中心的な行為主体は存在せず、政治、経済、法、学術等の機能に分化したシステムが自ら自己再生産的な活動を行い、機能分化システム独自の活動 全体















































それらがグローバルな自主規制として認識され よ に ったのである
（
9）。特に先端科学・技術は、人類にとって問題解決































































































































































































































よる管理が行われている。例えば、欧州宇宙機関が中心なって進められているガリレオ測位衛星計画は、従来の政府間国際組織と民間 為主体の連携 よるグローバル・ガバナンスのモデルとして捉えら る。先端科学・技術である宇宙































ろがさらに強い意味 持つと捉えています。 それは 単なる規則や原理と った、今までの国際社会論や国際政治学や国際関係論においてよく使われる﹃規範﹄とは区別されます。これまでは、先ほど先生がおっしゃった﹃当為﹄としての﹃規範﹄と言うよりも、ある目的や必要があっ 、そ 必要な行為を促すようなものが中心でし 。 ために規律
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されたものが多かったのですが、そう言ったものではなく、もっと義務的、規則的という点に重点を置いている点が、これまでの﹃規範﹄とは異なります。 」Ｂ「そうすると、法律学の一般的な、法学概論的な発想からすると、一つの行動をすると言う事実 繰り返しに、義務的という性質が加わ てくると 慣習法になる 慣習法の成立要件ですね。法的確信と反復性 言う。ということは ここで報告者が言う﹃規範﹄とは、成文法化されて るかは別として、一種の慣習法 しての﹃規範﹄
というような形をイ
メージしているのでしょうか。 」報告者「慣習法に近い概念ですが、や りこれまで 国際法においては、 の形成主体は国家が中心でした。しかし、本報告における﹃規範﹄は、国家ではなく非国家主体、これまで国際的な領域 は 形成主体とは考えら てこなかったような行為者によって形成されたものです。その性をみるとい 点がこれまでの議論と 違いになり 。 」Ｂ「そうな 、今までも業界の自主 制、業界の申し合わせ事項とい のがあった訳 すよね。 」報告者「はい。 」Ｂ「それも、報告者がおっ ゃったような、一定 行動の方向性を決める のではありますが、す に自主規制にも義務と言う感覚は備わって るのではないでしょうか。義務と言う感覚が付随すると、その規範に違反 た場合に 何らか
の処罰と言うか制裁が科せられます。もちろんそれは、国家による制裁の場合と、社会的な制裁の場合と色々ありますが、とにかく、何らかの制裁が加えられると言うことがありますよね。非国家主体の自主規制の中にも制裁が含まれているのか。その制裁の裏側が、実効性の担保と言うこ にもつながってくると思うのですが、そ あたりはどうなんでしょう。 」報告者「その点を、今後、 による自主規制の﹃法規範性﹄
のなかで検討していきたいと考えています。やは
り、自主規制に対する制裁は 社会的な制裁と言うことにると思うのですが、ただ、やはり実効性 担保＝違反した時の制裁ではありません。むしろ、実効性とは、その﹃規範﹄に則った行為が行われるということだと思います。 う言う意味で、
﹃規範﹄
に違反したときに制裁があると言うのでは
なく、その﹃規範﹄に従うように促すような﹃保証﹄に重点を置いてみていき いと思っています 実効性と制裁を考えるうえでは、国家によ 制裁と言うよりは社会的な制裁 方にな と言うのは確かです。だからこそ、分野ごと 例えば経済界の分野の かでこそＩＣＣのような組織の重要性が認識されるのであって、だからこそ、そ 分野内のアクターにとっては自主規制 えども違反するこ 対する社会的制裁が強くなるのです。ＩＣＣから追い出されるような状況は、経済界では、場合によ 既存の法規範 制裁より
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も、強い実効性を持たせる場合があると思います。そのような点から、制裁と言うよりは規範の保証がどのように確保できるのかという点から考えたいと思います。 」Ｂ「そうする 、今あまり良い例が浮かばないのですが、業界団体で一定の世界的なこ が決まる。いわゆる自主規制ですよね。それは国家が作ったものではな ですよね。でも、国家にしてみれば、自分の国にいる個人や民間企業が世界的な自主規制に従わなければ、当然経済活動ができなくなってきて、経済界の中でいわゆる村八分のようなことになって、流通の中に乗って行けな というこ になるので、そうすと自国の国力や産業力、経済力も落ち し 税金も取れなくなる いうこと ので、自国の法律ではないけれど 、世界的な業界団体が作った自主規制をあえて国内法化すると言うことも起こり得ますよね。それはスポーツなんかの世界も同じで、例えば柔道とかバスケットとか なぜ身長制を導入しなければいけ いのか ですね、そういう形でどんどんどんどん国内法化する。そうすると、義務だとか、実効性の確保だとか、行動の方向性の確保と言うも も 業 の自主規制の段階から、国家がそれを国内法 して取り入れた段階と、さらにそれが、国家間の国際法として取り入 られる段階になって、段階があがればあが ほど基本的には強い担保力が出てくるということが言える訳ですよね。そして 国家が作ったものを法律学では法律と言って、国家間 ものを
条約と言っている訳ですよね。そうすると、今報告者がおっしゃっているのは、国家が法律としてとりあげる前の段階のコードと言いましょうか、規範と言うものを念頭に置いていると言うこ でしょうか。 」報告者「そ ですね。今先生がおっしゃったように、今はまだ﹃法規範﹄ではない規範が、どのように公的な枠組みに吸い上げられて行くのか うのを 公的な の関係でていきたいと思っています。トランスナショナル・ローと言われるものが、その辺りを強く意識して議論されています。ジェサップとかルイス・ヘンキンあたりは、そのような過程がトランスナショナ ・ローの理想の形 あ と捉えています。実際国内法化され ものもいくつかあります。例えば制限的な商慣行の原則がそれに当たります。通常、市場は自由でなければならず、独占的であったり制限的 ることはよしとされない訳ですが 産業が未発達な分野においては、ある程度、 取引を行うと うことが実際に企業間は行われていました。それをアメリカなどは自国の法律や制作の中に吸い上げ、例えば、ロケット分野でバイ アメリカン政策をとったり ていま ＥＵの先端科学・技術分野の例ですと、欧州宇宙機関のプロジェクトに各国が参加する場合、出資金や参加のエフォートが違ってきます。その国のエフォートに従って、そ 国の企業が参加できるとい ようなルールが自主規制 してあ です 、欧州宇宙研究機構
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が欧州宇宙機関になる段階で、設立条約の中にそのルールを取り入れたということが実際おこっています。そのなかで、自主規制がどのように扱われているのかと言うことは、今後各事例を分析することにより検討する予定です。 」Ｂ「今の話だと、オートポイエーティック・システム理論を使うと言うことから出てくるのかもし ませんが、国家による法規範のレベル 、いわゆる条約のレベルと、さらにによ にならないレベルと、連続するもの して捉えている うに感じるのですが。 」報告者「トランスナショナ ・ローを論じているジェサップやヘンキンあたりは、そ ように考えてい のですが、私はそのように、法規範で ない自主規制 段階を経て法規範になっていくような状況だけであるとは捉えて ません。そこまではいかないまでも、社会の中で影響力を持っ 規範があって、 性質がどのようなものかとか、その規範のあり方につい 考えていきたいと思います。 」Ｂ「それはよくわかります。国際関係論から あればそのような味方になるのは当然だと思いますが、法律学の方 見ると、ある世界的な業界団体が自主規制なり かなり義務性の強い規範を作ったりすると、当然その成立規定に色々と問題が出てきます。今、国家と非国家主体と言う分け方をしていますよね。それで非国家主体 方を重点的に見 くと言うことで が、現段階の話だと、そこに主 としての国家が
外せないと思います。どういう意味で外せないのかと言うと、業界団体で色々な規範を作る場合、技術的な規範なら良いのですが、例えばビスの大きさとか、でも、もっと広がって、例えば人権問題 かに広がっていった場合に やはりそれを規制したり制限したりするのは、ある程度の力を持った存在が無ければならない。個人ではとても無理だと。そうすると、国家というものが現段階では一番力を持っていますから、出てくる。そうすると、実は今のお話ですと、国家の作る規範対非国家主体が作る規範と う対立構造が出てく のではないかと思うのです 、そ よう こ どうでしょか。 」報告者「可能性としてはもちろんあ 思います。その点はまだフォローしきれておりませんが それとは逆に、むしろ国家の方が規制が甘い部分を自主規制によって強化すると言うこともできるという理論になります。常 国家に従うといわけではない すし、常に国家 立すると言うよう ものでもない。なんと言いますか、 わゆ 国家が作る な規範とは異 る性格の規範として出てきたことによって、既存の規 どのよ な関わりができるのか。それが 際的な社会秩序においてどのよう 役割を果たす 、また、公的な法規範のみで統治されていた は異なる、新たな統治の形が見えてくるの はないかと考えています。 」Ｂ「だから、やはり研究を遂行するために、そこ 使わ る










よって形成される法とは区別することが きますね。民のなかには、企業とか特定の主体が入る訳ではなく、多様な主体をイメージしやすいと言う意味 は良いと思います。 れを使っても良いのですが。ただ、トランスナショナル・ローやグローバル・ローと言った用語が 定義されないまま議論だけが進んでしまっていると言うこと あるので、類似概念との区別や分類を ていかなければならない 思いま その過程で新しい言葉 作って説明 きれば一番良いのかもしれませんが、まだそこまで研究が進んでおりません。 」Ｂ「大沼保昭先生は﹃文際﹄と う用語を使用されていますね。 」報告者「文際ですか。それも面白いですね。 」Ｂ「でも、報告者の試みようとしていることはよくわかす。私も国際法学の方から、だいたい同じようなこ を考えています。私が大学院生の時に指導教授にちょっと言ったこ
とがあったのですが、全く理解されませんでした。そんなことやったらクビだといわれたことがあったので。オートポイエーティック・システム理論を使うには、それを動かすための言葉が必要かもしれないですね。 」報告者「そうですね。ただ、オートポイエーティク・システム理論自体もすでに用語が くさんあって、その中でま 新しい言葉を使って説明するとなると、混乱を招 恐れがあります。ただ、オートポイエーティック・システム理論の中では、規範は形式として捉えられて、いわゆる規範未満のもは意味として捉えられると思いま 。オートポイエーティック・システム理論では 社会はコミュニケーションによって形成されると考えます。ただ、その 言うのは三つの選択過程として捉えられま 。一つは何を伝えるのかという情報の内容の選択、次に伝える手段の選択、そして相手側
（コミュニケーションの受け手）
の理解の選択とい
う三つの選択過程として捉えます。形式と言うのは、そこにある規則的なパターン いうものを生み出すものであって、それは規範として捉えることができると思うのですが、そのような情報が加工される基準の段階にあ い もの、いわゆる規範の段階にはまだないようなも を、システム理論では意味として捉えられると思います。 」Ｂ「なるほど。オートポイエーティック・システムは重層的なシステムです ね。 」
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報告者「そうですね。 」Ｂ「重層的と言 点から考えると、さっきのトランスナショナル・ローというのは当てはまりやすいのですか。 」報告者「そうですね。当てはまりやすいですね。分析しやすいと思います。何か一つのしっ りした構造があるのではなく、例えば、国家間による規制と言うコミュニケーションシステムがあって、 れとは別に、政府間国際組織も含めたような規制に関するコミュニケーション・システムがあって、またそれとは別に国家ではない、今まで国際的な規範形成主体としては考えられてこなかった うな主体による規制作りのコミュニケーションがあって、その
3つのシステムが
どういう形で連携しながら、ネットワークを形成し、秩序を維持しようとして動い いるのかと うよう 説明できま 。 」Ｂ「わかります。 」報告者 だ ら、やはりこのテーマの方法論とし オ トポイエーティック・システム理論は利用しや いですね。 」Ｂ「現段階では、報告者が言うように、部品がたくさんあって、それを上手く組み合わせて上手くモノ作りに行く前の、部品を集めたり、合うかどうか検討する段階ですよね。でも、良い部品が集まれば、良い研究にな と思 ます。長期的な研究になるとは思いますし 色々な分野のも を入 なければ らないと思いますが、非常に面白 、賛成できる研究になると思います。 」
報告者「ありがとうございます。 」Ｂ「すいません。私ばかり話して。 」報告者 国際法が民間に適用されるという事例は多くありますか。 」Ｂ「あまり無いですね。 」報告者 確か、テキサコ事件の仲裁裁判所が作られた時に、テキサコに対して国際法に則った判決が出たと言うのをどこかで読んだと思うのですが。 」Ｂ「一般的な話で言 と 国際法が民間企業を含む個人を対象にしている場合には、法規範として適用されますが、そうではない一般的な は、たい い 家を対象にしています。国際法が国内の問題で直接適用されるのは、一つは自動執行条約ですよね。国内法化しなくてもダイレクトに使えるもの、例えば、外交関係、領事関係 関するウィーン条約とかがそれに当たります 、たいてい 国内法化 もちろん、そうじゃない もあります。憲法と条約の関係にもよりますよね。 」Ａ「そうですＢ「ただ、ヨーロッパ地域とアジア地域では違うし、経済分野と違う分野ではまた違ってくるだろうと思うので、おそらく伝統的な言い方 と、個人はあくまでも国際法 客体あって、主体ではないと言うことになりますが、今はそれが混沌とし いる状況として考えて 良いのではないかと思
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ます。そこで個人とは言わずに、報告者が言ったような業界の団体ですとか、国際オリンピック委員会ですとか、というようになると、国家が構成するいわゆる国際社会と言う世界と、国際オリンピック委員会が支配する国際スポーツ世界という世界、というように、色々な世界が重なって、現在の界があるとい 。非常にＳＦ的になります 。そういうような状況 言 ように言っている もいま からね。そういった過渡期にこのような研究が出てくる うのは、必然かもしれないですね。 」報告者「国際関係学 も 社会を一つの社会として捉えるよりは、色々 国際社会の束があって、それをまとめた総称として﹃国際社会﹄と使っているだけであって、国際政治社会もあれば、 経済社会も し、国際教育社会もあと言うように捉えるよ な議論も出てきています。コンストラクティビズムもその流れにありますね。 」Ｂ「その考え方と言うのは、昔、龍澤先生
（前出）
がちょっ
とおっしゃっていた、国家を説明するにあたっ 色々な説明がありますよね。社会契約説といった。その かの政治契約説と同じような発想なのですかね。 」報告者「政治的契約説に近 とは思いますが、完全に同じではありません。理論上は似た構成を っ ますよね。 」Ｂ「なるほどね。 」報告者 やはり、ある一つの目的があって そ に対する契
約と言うか協力があって、そこでネットワークが生まれ、それを一つの社会と呼んでいる。 」Ｂ「と言うことは、国際社会はいくつかの束というような発想自体は、新しいものではない。 」報告者「そうですね。昔 らありました ただ、国際関係論において、いわゆるリアル・ポリティクスと呼ばれるような、国家間には社会なんて存在しなくて、あるのは国家 パワーバランスだけだと考える説も未だに根強 です リアリストのなか は、国際社会など存在しなくて、そこにあるのは国家のパワーバランスによる関係のみだと考える立場をとる学者がいます。冷戦期など いった立場 方が主流派でした。いわゆるバイ・ポーラーシステムでは、二つの勢力の均衡による 際秩序という状況があり、それを実際に見きたということもあって、今でもか り根強い考え方です。そうではな 考え方 古くからありましたが、でも、最近はそういった主流派が、
﹃国際社会﹄に注目しています。 」
Ｂ「今までの理論では、説明できないような なってきたのでしょうね。おもしろいですね。 」Ａ「こういう質問が整合性があるのか分から のですはっきりしな のです 、私たちは規範と言うと法規範、行為規範や組織規範、裁判規範を考え ゃうん すね。それ国家が当然、行為 として○○し さいとか、～してはけませんとか、それを破った場合は 裁判権 って強制さ
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れると、当然強制するための組織としては、組織規範がなければならない。それを、国家と同じように非国家的主体が、そういう行為規範とか裁判規範、組織規範を持っている。そのように思 のですが。 」報告者「もちろん、まったく同じではありませんが、主体も似たよ なシステムを持っています。非国家主体が、自分たちが作った自主規制をいかに担保 のかと言う ころで、やはり国家のシステム 既存のシステムをまねるということはあります。鍵括弧付きですが﹃裁判所﹄のようなものを作る いっ 状況は、確かに、国家というシステムをまねている部分が大きいですね。 」Ａ「それと、規範性のところの社会的憲法論 先ほど報告者は﹃憲法﹄と使ってよ かどうかとおっしゃって ましたが、具体的にど ような議論なの しょうか。 」報告者「この理論は、グローバル・コンスティテューショナリズムともつながります。 ル・コンスティテューショナリズムは、いわゆる﹃万民の法﹄と呼ばれる な、理想主義的な発想なのですが、人類が共通に持つような一つの憲法、人類全体の憲法というのがあるので ないかと言う議論です。その考えを補完するのが、シューリの社会的憲法論というものです。これは、成文憲法であれ 不文憲法であれ、まだ憲法と呼ばれる前の段階の、 原則に成りうるような、社会的なある一定 共通認識を 社会的憲法とし 捉
えるものです。おそらくシューリが参考にしているのは、フランスの憲法学者であるデュギイやオリウの理論で、憲法段階的に発展していくものであるという考えだと思います。憲法の一番初期の段階、憲法と呼べ か呼べないか分からないような段階の原則、でも 皆が の原則を自分の生存にとって重要であると考えるような一つ であるとして捉えるような概念 すね。まだそれが明確にはなって ないのですが、 そのような 定の認識が初期の憲法概念になります。 」Ａ「それは 根本法や基礎法 いった のですか。 」報告者 うですね。基礎法に近いですね。ただ、基礎法と言うほどしっかりとした原則ではない そ にはいきたいが、まだそこまで い いない、ただ、基礎 に成りうるようなものという捉 方をし ます。 」Ｂ「それは憲法になるのですか。日本国憲 とか合衆国憲法とか。 」報告者「いえ。国内社会で憲法と言う 、日本国憲法 ようなものですが、国際社会とか、 わゆるナショナリティ 拘束されない社会において、 のような役割をする規範、原則があって、それをソーシャル・コンスティテューションと呼んでいるんですよね。それを日本語 訳すと社会的憲法となるのです 。ただ 法学 専門とされる先生方は、
﹃憲
法﹄という用語を使うのには違和感があると思います。まだ憲法とは呼べないよう 原則 から。 」
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